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１ 会議の開催 

（１）評議員会の開催 

次のとおり評議員会を開催した。 

区 分 年 月 日 場  所 議    題 

 

第 １ 回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ２ 回 

 

令和 

 ７． ６．２５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ７． ９．２５ 

 

 

全国市町村振興協会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

み な し 決 議 

 

 

１ 令和６年度決算報告書の承認 

２ 「公益目的支出計画」実施報告書の承認 

３ 評議員の補欠選任 

  村田 俊顕 評議員 他２名 

  (６月２５日付就任) 

４ 理事の選任 

  坂本 森男 理事   (６月２５日付再任) 

５ 理事の補欠選任 

丸子 善弘 理事   (６月２５日付就任) 

６ 令和６年度事業報告書の報告 

 

 理事の補欠選任 

 井上 健次 理事 他１名(９月２５日付就任) 

 

（２）理事会の開催 

次のとおり理事会を開催した。 

区 分 年 月 日 場  所 議    題 

 

第 １ 回 

 

 

 

 

 

 

 

第 ２ 回 

 

 

第 ３ 回 

 

 

 

第 ４ 回 

 

令和 

 ７． ６． ９ 

 

 

 

 

 

 

 

 ７． ６．２５ 

 

 

 ７． ９．１０ 

 

 

 

 ８． ３．１３ 

 

 

全国市町村振興協会 

(一部の理事は、WEB

会議により出席) 

 

 

 

 

 

み な し 決 議 

 

 

み な し 決 議 

 

 

 

全国市町村振興協会 

(一部の理事は、WEB

会議により出席) 

 

 

１ 令和６年度事業報告書の承認 

２ 令和６年度決算報告書の承認 

３ 「公益目的支出計画」実施報告書の承認 

４ 事務局長の選任の承認 

５ 定時評議員会の開催 

６ 理事長及び業務執行理事の職務執行状況

の報告 

 

 理事長の選定 

坂本 森男 理事長 (６月２５日付再任) 

 

１ 副会長の選任 

  棚野 孝夫 副会長 (９月１０日付就任) 

２ 評議員会の開催(理事の補欠選任) 

 

１ 令和８年度事業計画書の承認 

２ 令和８年度収支予算書の承認 

３ 理事長及び業務執行理事の職務執行状況

の報告 
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（３）助成金審議委員会の開催 

助成事業について審議するため、次のとおり助成金審議委員会を開催した。 

年 月 日 場  所 審 議 事 項 

令和 

 ８． ２．１６ 

 

 

全国市町村振興協会 

(一部の委員は、WEB

会議により出席) 

 

１ 令和８年度市町村振興事業助成 

２ 令和６年度助成事業評価 

 

（４）都道府県市町村振興協会事務局長会議の開催 

地方協会との連絡調整及び本協会の業務運営について報告するため、次のとおり都道

府県市町村振興協会事務局長会議を開催した。 

年 月 日 場  所 報 告 事 項 等 

令和 

７． ７． ２ 

 

 

全国都市会館 

 

 

１ 令和６年度事業報告書 

２ 令和６年度決算報告書 

３ 「公益目的支出計画」実施報告書 

４ 評議員及び役員の人事 

５ 事務局長の選任 

６ 都道府県市町村振興協会職員永年勤続表彰 

なお、本会議に引き続き、早稲田大学 スポーツ科学学術院 スポ

ーツ科学部 教授 高橋 義雄 氏から「スポーツを活かした地域づく

り」と題して講演が行われた。 

 

 ８． ３．１７ 

 

全国都市会館 

 

１ 令和８年度事業計画書 

２ 令和８年度収支予算書 

３ 全国市町村研修財団令和８年度研修計画 

４ 地方自治研究機構の事業の説明 

なお、本会議に引き続き、総務省 事務次官 原 邦彰 氏から「持

続可能な地方行財政のあり方」と題して講演が行われた。 

 

（５）地区幹事会議の開催 

次のとおり地区幹事会議を開催した。 

区 分 年 月 日 場  所 報 告・協 議 事 項 

 

第 １ 回 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 ２ 回 

 

令和 

 ７．１２． ４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ８． ３． ９ 

 

 

鳥 取 県 米 子 市 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国市町村振興協会 

 

 

１ 市町村振興宝くじ等について 

２ ２ヶ月通しで発売されるクイックワン収

益金の按分方法について 

３ 緊急消防援助隊(求め出動)に係る活動経

費に対する財政措置の見直し 

４ 災害に対する主な地方財政措置 

５ 各ブロック提出協議事項について 

６ 来年度地区幹事会議の開催について 

 

１ 令和８年度事業計画書 

２ 令和８年度収支予算書 
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（６）地区事務局長会議の開催状況 

地区ごとの情報交換、連絡協議等のため次の地区事務局長会議が開催され、本協会も

参加し、当面の諸問題及び業務運営状況について報告するとともに意見交換を行った。 

年 月 日 地 区 名 開 催 地 等 

令和 

７． ９．１８ 

７．１０．２３ 

７．１０．２８ 

７．１０．３０ 

７．１１． ６ 

７．１１． ６ 

７．１１．２７ 

 

東北・北海道 

中    国 

近    畿 

九    州 

東海・北信越 

四    国 

関    東 

 

北 海 道 札 幌 市 

島 根 県 松 江 市 

兵庫県たつの市 

熊 本 県 熊 本 市 

岐 阜 県 岐 阜 市 

愛 媛 県 松 山 市 

山 梨 県 笛 吹 市 

 

（７）その他 

本協会の運営に関する諸問題について、全国市長会、全国市議会議長会、全国町村会及び

全国町村議会議長会と意見交換を行うための「地方四団体連絡会議」を、令和７年６月６日

及び令和８年２月２６日の２回開催した。 

また、サマージャンボ宝くじ等、ハロウィンジャンボ宝くじ等及びインターネット専用全

国自治宝くじ「クイックワン」の販売、広報宣伝等について、全国自治宝くじ事務協議会、

宝くじ受託銀行等との連絡・調整を行った。 

 

２ 貸付事業 

（１）貸付計画額 

① 短期貸付  １０億円 

② 長期貸付  ７０億円 

 

（２）貸付実績 

① 短期貸付 

令和７年度は、地方協会からの要望がなかったため貸付は実行しなかった。 

  ② 長期貸付 

令和７年度は、第１表のとおり１０地方協会へ６３億１４百万円の貸付を実行した。 

【令和７年度貸付利率】 

貸 付 期 間 令和７年５月貸付 令和８年３月貸付 

元金均等 元利均等 元金均等 元利均等 

５年(うち据置期間１年) ０.５％ 同 左 １.２％ 同 左 

１０年(うち据置期間２年) ０.８％ 同 左 １.６％ 同 左 

１２年(うち据置期間２年) ０.９％ 同 左 １.７％ 同 左 

１５年(うち据置期間３年) １.２％ 同 左 １.９％ ２.０％ 

２０年(うち据置期間４年) １.５％ 同 左 ２.２％ ２.３％ 
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（単位：百万円）

消防救急デジタル無線更新事業

図書館リノベーション事業

防火水槽整備事業

救助工作車整備事業

中学校体育館空調設備整備事業

高機能消防指令センター整備事業

小学校遊具改修事業

消防団ポンプ車整備事業

公用車（電気自動車）整備事業

1 ごみ焼却施設改修事業 300.0
消防庁舎建設事業

こども園施設整備事業

学童保育所新築事業

公共施設等解体撤去事業

駅前周辺土地区画整理事業

公園施設等整備事業

公民館改修事業

防災行政無線設備更新事業

公共施設整備（庁舎統合）事業

1 消防車両整備事業 42.3
道路舗装改修（長寿命化）事業

ため池緊急浚渫推進事業

水路緊急浚渫推進事業

1 文化施設維持管理（長寿命化）事業 300.0

合　計 10協会 54 6,313.6

800.0

山梨県市町村振興協会 2 100.0

愛媛県市町振興協会

700.0

奈良県市町村振興協会

和歌山県市町村振興協会 3 634.4

徳島県市町村振興協会 9 2,301.7

宮崎県市町村振興協会

第１表　令和７年度長期貸付実績

地 方 協 会 名
貸付市
町村数

主 な 貸 付 事 業 名 貸付額

山形県市町村振興協会 19 535.2

佐賀県市町村振興協会 9 600.0

島根県市町村振興協会 2

福井県市町振興協会 7
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（３）長期貸付残高 

令和７年度においては、６３億１４百万円の長期貸付を行い、５７億４４百万円の償還が

あったため、令和７年度末における長期貸付残高は、２０地方協会延べで１２５件、３１５

億１９百万円となった。 

なお、年度別内訳は第２表のとおりである。 

 

（単位：百万円）

当 初 貸 付 額

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

昭和54
  ～
平成21

22 13 7,101.3 5 152.4 5 152.4 0 0

23 10 8,933.6 8 655.3 (8) 467.1 4 188.2

24 8 3,772.8 5 418.6 (5) 158.5 5 260.1

25 10 5,560.0 8 1,130.2 (8) 383.3 6 746.9

26 11 8,281.1 11 2,594.5 (11) 745.1 9 1,849.4

27 11 6,233.8 11 2,333.5 (11) 547.4 11 1,786.1

28 8 4,762.2 8 1,944.8 (8) 461.6 8 1,483.2

29 10 3,903.6 9 1,455.8 (9) 390.4 9 1,065.4

30 10 4,883.6 9 2,401.7 (9) 488.6 9 1,913.1

令和元 12 4,016.8 11 2,374.8 (11) 471.4 11 1,903.4

2 12 4,139.0 12 2,937.9 (12) 493.2 11 2,444.7

3 10 4,376.4 10 3,385.2 (10) 541.0 10 2,844.2

4 8 3,172.2 8 3,001.9 (8) 311.1 8 2,690.8

5 5 2,014.6 5 2,008.9 (3) 92.5 5 1,916.4

6 9 4,153.6 9 4,153.6 (2) 40.2 9 4,113.4

7 10 6,313.6 － －      (－) －      10 6,313.6

合　計 840 332,035.8 129 30,949.1 (120) 5,743.8 125 31,518.9

0 0 0

第２表　年度別長期貸付額及び貸付残高表

年　度
令和６年度末残高 令和７年度償還額 令和７年度末残高

683 250,417.6 0 0 0
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３ 助成事業 

令和７年度は、第３表のとおり市町村の振興に資する事業のうち全国的な視野に

立って行われたものに対し、２３億５１百万円の助成を行った。 

 

（単位：百万円）

区　分 事業名 事　業　概　要 助成金額 団体名

国際化推進
事業

自治体国際化事業 自治体の国際交流の推進、海外からの研修生受け入
れや海外への派遣等自治体の国際間の人的交流の促
進、多文化共生の観点に立った地域国際化推進のた
めの活動の支援、地域の国際化に関する海外情報の
収集・提供等を行い、国際化に対応した地域振興、
人材の養成を図る事業。一般市町村分負担金に相当
する額を一括助成。

259.0 自治体国際
化協会

259.0 －
少子・高齢
化対策事業

ライフプラン普及
・啓発のための視
聴覚教材作成事業

急激に変化した社会情勢に対応するため、地域住民
に対するライフプラン策定を支援する人材の育成が
急務であり、その研修教材として、先進的で特徴あ
る取り組みをされている方々を取材し、ドキュメン
タリー的な要素を取り入れた視聴覚教材を作成する
事業。

21.0 地域社会ラ
イフプラン
協会

21.0 －
情報化推進
事業

市町村法制執務支
援事業

全国の地方公共団体の例規、法令、判例等のデータ
ベースからなる「法制執務支援システム」の提供
データを拡充するとともに、ポータルサイトにおい
て随時利活用できるようにすることにより、市町村
の法制執務を支援する事業。

62.0 地方自治研
究機構

自治体DX推進セミ
ナー事業

情報政策担当以外の地方公共団体職員を対象に「自
治体DX基礎セミナー」を実施する事業。
また、電子申請の事務処理をAI等を活用して自動処
理することで既存業務の効率化を図る等、BPRにつ
いて、地方公共団体管理職員を対象に「自治体DX業
務改革セミナー」を実施する事業。

10.0

地方債・金融関連
情報共有・活用事
業

市町村に必要な地方債の借入に関する情報をイン
ターネットにより一元的・総合的に提供し、情報の
共有及び活用の促進を図ることにより、有利で安定
した地方債の借入を推進する事業。

47.3 地方債協会

路線価公開等事業 全国の路線価等の電子データを集約し、ポータルサ
イト「全国地価マップ」において公開するととも
に、その電子データをDVDに取りまとめて全市町村
に配付することにより、市町村の固定資産税土地評
価の適正化を図る事業。

42.9 資産評価シ
ステム研究
センター

162.2 －

第３表　令和７年度市町村振興事業助成実績

小　　　計（１事業・１団体）

小　　　計（１事業・１団体）

小　　　計（４事業・３団体）
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（単位：百万円）

区　分 事業名 事　業　概　要 助成金額 団体名

文化芸術振
興事業

地域の文化・芸術
活動助成事業

市町村が自主的に企画立案した地域における創造
的・文化的な芸術活動を支援することにより、自主
事業の企画制作能力の向上、地域の伝統芸能等の保
存・承継及び市町村文化施設の利活用の推進を図る
事業。

176.6 地域創造

公共ホール音楽活
性化事業

演奏家等を公共ホールに派遣し、市町村と共催でコ
ンサート及び地域との交流を図るプログラムを実施
するとともに、市町村が自主的に企画したコンサー
ト、障害者施設等でのアウトリーチ等を支援するこ
とにより、公共ホールの利活用、地域文化の活性化
を図る事業。

60.2

公共ホール現代ダ
ンス活性化事業

アーティストを公共ホールに派遣し、ホールとアー
ティストが共同で企画した公演、障害者施設等での
アウトリーチ等を実施することにより、地域の公共
ホールの活性化を図る事業。

18.8

公立美術館活性化
事業

3館以上の公立美術館が連携して、地域創造の企画
提示による共同巡回展及び公立美術館が自主的に企
画する共同巡回展の開催を支援することにより、公
立美術館の連携促進、所蔵品の利活用を図る事業。

10.6

266.2 －
全国消防操法大会
事業

消防団が消防操法技術を競い合う全国大会を開催す
ることにより、消防技術の向上と地域における消防
活動の充実を図る事業。

22.3 日本消防協
会

全国消防団大会事
業

全国の消防団長・副団長等が一堂に会し、消防団が
当面する課題等について考察を深めるとともに、顕
著な功労、功績のあった消防団、団員等を表彰する
全国大会を開催することにより、消防団活動の充実
強化を図る事業。

25.7

危険物事務の合理
化・効率化に係る
データシステム構
築事業

これまで取り組んできたチェックリスト、マニュア
ル等の教本である「紙」媒体を基に、全国の消防職
員が行う危険物事務の合理化と効率化を図るデータ
システムを構築し、膨大な「紙」資料等の軽減を図
り、消防職員がネット上(タブレット対応)でいつで
もどこでも閲覧できる環境を整備する事業。
また、これまでの教本を現行制度に対応させるよう
監修したうえで映像教材化するとともに、上記の
データシステムに取り込み、消防職員がネット上で
通年視聴できる環境を整備する事業。

45.0 全国危険物
安全協会

全国救急隊員シン
ポジウムの開催事
業

全国の救急隊員等を対象とした救急医療に関する最
新情報の習得、実務的観点からの研究発表・意見交
換や相互交流を図る全国的なシンポジウムを開催す
ることにより、救急体制の充実を図る事業。

43.7 救急振興財
団

全国消防救助技術
大会事業

消防職員の救助技術を競い合う全国大会及び地区大
会を開催することにより、消防救助技術の向上、全
国的な救助技術の平準化を図る事業。

36.2 全国消防協
会

災害ボランティア
シンポジウム等開
催事業

災害時における退職者の豊富な実務経験の活用が注
目されており、退職者による災害ボランティアを
テーマに、課題やネットワークの構築等について意
見交換するためのシンポジウム等を開催することに
より更なる活動の充実を図る事業。

27.3 地域社会ラ
イフプラン
協会

被災地派遣職員等
心のケア事業

福島県の東日本大震災の被災市町村では、土木、建
築等の専門的知識や経験を有する者を任期付職員と
して採用しているが、任期付職員や被災市町村に派
遣された職員に対して、復興業務にあたることによ
るストレスとの向き合い方や心身の調子を保つ方法
を学ぶ心のケア研修を行う事業。

1.4

小　　　計（４事業・１団体）
消防・防災
対策推進事
業
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（単位：百万円）

区　分 事業名 事　業　概　要 助成金額 団体名

消防・防災
対策推進事
業

市町村地域防火防
災総合力強化事業

全国の各地域で活動する女性(婦人)防火クラブ、自
主防災組織、幼・少年消防クラブ等が消防本部と協
働して地域住民が参加する防火大会、防火フェア等
を開催することにより、火災予防思想や防災意識の
啓発等を行うとともに、防火・防災に関する情報を
民間防火組織等に提供することにより地域の防火防
災力の充実強化を図る事業。

20.0 日本防火・
防災協会

危機管理体制調査
研究事業

令和6年能登半島地震で顕在化した課題やトイレ
カー等の取り組みも踏まえ、今後の災害に対する事
前の備えや災害発生後の避難所運営のあり方につい
てあらためて検討することにより、市町村の危機管
理体制の充実・強化等を図る事業。

12.1 日本防火・
危機管理促
進協会

233.7 －
地域活性化
推進事業

地方創生のための
移住・交流推進支
援事業

都市と地方の交流を促進するとともに、都市から地
方への移住を支援することにより、地域の活性化を
図る事業。
また、地域課題解決のため、出前講座及び市町村の
地域経済循環分析導入の検討を支援するセミナーを
開催するとともに、地域外の多様な人材を地域に呼
び込み、地域を担う人材として活躍してもらうべく
移住・交流を推進する必要があると考え、先進事例
や意見交換等を行うフォーラムを開催する事業。

175.0 地域活性化
センター

地方創生を担う人
材育成推進事業

地域づくり活動に関わる者を対象に地域活性化の具
体的事例を学ぶ機会(地方創生実践塾、地方創生
フォーラム及び地域プロモーションセミナー)を提
供することにより、地方創生の実践的手法・方策等
の知識を深め、それぞれの地域で応用実践できる人
材を育成する事業。

54.4

全国地域リーダー
養成塾の運営事業

豊かな創造性を備え、意欲あふれる地域リーダーを
育成するとともに、全国的な情報交換やネットワー
ク構築を支援するための専門的な研修・人材育成を
行うことにより、活力ある地域づくりの推進を図る
事業。

30.1

地域づくりコンテ
ンツ発信支援事業

地域活性化の先進的かつ優良な事例として、「ふる
さとづくり大賞」や「ふるさとイベント大賞」の受
賞団体の活動を映像化し、インターネットで公開す
ることにより、地域づくり団体等の特色ある取り組
みや継続的な取り組みについて、全国の市町村が情
報共有することにより市町村の地域づくりの推進を
図る事業。

22.8

スポーツによる地
域振興助成事業

小・中・高校生が参加する各種スポーツのうち、全
国大会を継続的に開催し、地域活性化に役立ててい
る市町村の取り組みを支援する事業。
また、助成期間満了を迎えたスポーツ拠点承認市町
村のうち、助成終了後も継続して大会を開催する市
町村に対して自立継続への移行を支援する事業。

11.5

地域おこし協力隊
員推進支援事業

市町村の地域おこし協力隊員募集情報を掲載する
ポータルサイトを運営し、隊員の活動の紹介、イベ
ント・セミナー等の情報提供、隊員の起業支援等を
行う事業。

9.9

小　　　計（９事業・７団体）
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（単位：百万円）

区　分 事業名 事　業　概　要 助成金額 団体名

地域活性化
推進事業

地域再生マ ネー
ジャー事業

地域再生に取り組む市町村に対して、専門的知識や
実務的ノウハウを有する外部人材(地域再生マネー
ジャー)を派遣することにより、活力と魅力ある地
域づくりを支援する事業。
また、外部人材の活用に関する事例研究報告会やセ
ミナーの開催、データベースやポータルサイトの運
営等により、全国に情報共有する事業。

205.0 地域総合整
備財団

公民連携推進事業 公共施設の維持管理や運営に関して、PPP/PFI、公
共施設マネジメント等の公民連携手法に関する諸問
題について調査研究を行い、その結果を市町村に情
報提供し、各制度の円滑な導入及び運用を支援する
事業。
また、新たなテクノロジーを活用し、地域課題を公
民が連携して解決する手法(地域イノベーション)に
ついて、モデル市町村と共同して調査研究を行う事
業。

50.6

ふるさとものづく
り支援事業

地域産業の育成に向けて、地域資源を活用した新商
品開発に取り組む企業等を助成する市町村を支援す
ることにより、地域経済の活性化や雇用機会の創出
を図り、地域産業の育成モデルを全国の市町村に発
信する事業。

48.4

607.7 －
地域社会貢
献活動等事
業

選挙制度啓発事業 市町村が行う明るい選挙推進運動の活性化を図るた
め、選挙に関する全国意識調査を行うとともに、明
るい選挙推進のための研修会の開催支援や、地域で
明るい選挙推進運動を進めるリーダーの養成を目的
とした地域ボランティア及び若者リーダーフォーラ
ムを開催することにより、市町村の選挙制度啓発を
支援する事業。

26.0 明るい選挙
推進協会

26.0 －
特別研修・
人材育成事
業

市町村防災研修事
業

頻発する大災害を踏まえ、市町村長、防災対応職員
等を対象に、それぞれの職制に応じた実践的な災害
対応に関する知識、ノウハウ・スキル等を習得する
防災危機管理に関する研修を行う事業。

174.8 消防防災科
学センター

薬剤投与講習等に
係る支援事業

救命率向上のため、救急救命士の処置範囲に「薬剤
投与」等が拡大されたことにより、講師の確保、高
度訓練用資器材の整備、病院実習体制の拡充、講習
期間の延長等、救急救命士養成講習の増加経費の一
部に対し助成する事業。

128.9 救急振興財
団

地方公務員安全衛
生推進事業

労働安全衛生法に基づく「衛生管理者」及び「安全
衛生推進者」の資格取得を促進するための講習会を
開催するとともに、市町村の産業医、保健師、看護
師等を対象に安全衛生施策に必要な最新の知識等を
提供する研修会等を開催することにより、職員の安
全と健康を確保し、公務災害を未然に防止するため
の事業。

36.2 地方公務員
安全衛生推
進協会

地域防火防災人づ
くり推進事業

地域防災力の向上に向け、女性(婦人)防火クラブ、
自主防災組織の指導的立場にある者を対象に研修会
を実施し、防火防災意識の普及、防火防災活動への
参加促進と活動の活性化を図る事業。
また、防火防災活動のみならず、応急救護技術を取
得するための講習会を開催する事業。

35.0 日本防火・
防災協会

法務能力向上のた
めの特別実務セミ
ナー事業

市町村職員の法務能力の向上を図るため、全国的な
課題(個人情報保護、情報公開等)に焦点を当てた
「法務特別セミナー」や、行政の個別課題(まちづ
くり条例、空き家対策条例等)に焦点を当て、市町
村のニーズに合った条例制定の際の問題点及び行政
に直接関係のある重要判例を研究する「法務実務研
究セミナー」を開催する事業。

25.0 地方自治研
究機構

小　　　計（９事業・２団体）

小　　　計（１事業・１団体）
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（単位：百万円）

区　分 事業名 事　業　概　要 助成金額 団体名

特別研修・
人材育成事
業

消防団幹部等特別
研修事業

地域防災力の要である消防団の幹部、幹部候補及び
消防団員指導員を対象に、実技を含めた専門性の高
い研修を行うことにより、消防団運営の充実・強化
を通じ地域防災力の向上を図る事業。

13.9 日本消防協
会

固定資産の評価に
関する研修事業

固定資産税制度及び資産評価制度について、即戦力
として業務に従事できる人材を育成するため、基礎
的・一般的知識の習得を目的とした研修や土地、家
屋及び償却資産の評価の技法を系統的に習得する専
門的研修を行う事業。

11.1 資産評価シ
ステム研究
センター

424.9 －
地域共通課
題調査研究
事業

地域社会における
連携・協働に関す
る調査研究事業

人口減少や高齢化による地域産業・伝統等に携わる
後継者不足等の解決に、関係人口との連携・協働が
注目されており、関係人口が当該地域の活動に参加
できる枠組み(市町村が主導的に構築する公共私連
携・協働プラットフォーム及び民間が主導するデジ
タル活用の連携手法)を構築し、当該地域の住民と
一緒になって地域の活力を上げている実態について
調査研究を行う事業。

32.6 自治研修協
会

市区町村の経営に
関する調査研究等
事業

市町村を取り巻く様々な変化に対応できるように調
査研究を実施し、地方自治の充実発展を図る事業。
①空家等対策をめぐる自治体の対応と今後の課題に
関する調査研究(2年目)
②政策評価の理念と現実に関する調査研究

29.1 地方自治研
究機構

固定資産の評価に
関する調査研究事
業

固定資産税制度及び資産評価制度に関する諸問題に
ついて、研究委員会(①土地に関する調査研究委員
会、②家屋に関する調査研究委員会、③地方税にお
ける資産課税のあり方に関する調査研究委員会)を
設置し、専門的な調査研究を行うことにより、経済
情勢の変化に対応した制度改善を図るとともに、納
税者の固定資産税についての理解を促進する事業。

12.7 資産評価シ
ステム研究
センター

74.4 －
市町村関係
四団体活動
事業

地方分権・地域活
性化推進事業

全国の各都市間の連絡調整、市政の円滑なる運営と
進展を図るため、「分権型社会」の実現に向け要請
活動を行い、その実現について調査研究するととも
に、子育て支援、高齢者対策、教育、環境等の諸課
題についても調査研究する事業。
また、人事管理研修会及び全国都市税財政主管者研
修会を開催する事業。

65.0 全国市長会

地方分権・地域活
性化推進事業

分権型社会に相応しい地方議会制度の強化を図るた
め、市議会議員研究フォーラム、国と地方の協議の
場等に関する特別委員会等を開催するとともに、地
方分権・地域活性化に関する各市の実態調査を実施
する事業。
また、市議会事務局職員研修会の開催、各市議会へ
の情報提供を行う事業。

41.0 全国市議会
議長会

地方分権・地域活
性化推進事業

町村の声を国政に反映させ、町村が抱える課題の解
決を図るため、政府・国会への要請活動を行うとと
もに、町村に共通する諸課題について調査研究する
事業。
また、地域農政未来塾、政務担当職員研修会及び地
域情報化に関する研修会を開催する事業。

97.0 全国町村会

地方分権・地域活
性化推進事業

町村議会の直面する諸課題の解決を図るため、町村
議会の制度・運営面の改善策について調査研究する
とともに、全国の町村議会に関する実態調査を実施
する事業。
また、町村議会議員や町村議会事務局職員等を対象
とした研修会の開催、各町村議会への情報提供を行
う事業。

73.0 全国町村議
会議長会

276.0 －

2,351.1 －

小　　　計（３事業・３団体）

小　　　計（４事業・４団体）

合　　　計（４３事業・２２団体）

小　　　計（７事業・７団体）
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４ 災害対策関連事業 

（１）市町村災害支援金 

市町村災害支援金は、災害救助法が適用された地震、風水害、火災等の大規模災害に際し、

被災市町村の災害対策事業を支援することを目的としている。 

令和７年度においては、第４表のとおり大規模火災、大雨及び台風により被災した１８市

町に対し、９都県協会を通じて１６百万円を交付した。 

 

（単位：千円）

災害名（災害救助法適用日） 交付年月日 交付市町村 交付金額

令和７年岩手県大船渡市における 令和　７.　４.２５ （岩手県協会）

大規模火災 大 船 渡 市 550
（令和７年２月２６日適用） 小　　計 1市(1協会) 550
令和７年８月６日からの低気圧と 令和　７.１０.２７ （石川県協会）

前線による大雨 金 沢 市 800
（令和７年８月７日・１０日適用） （福岡県協会）

福 津 市 900
（熊本県協会）

八 代 市 3,050
玉 名 市 800
上 天 草 市 1,500
宇 城 市 600
天 草 市 600
美 里 町 300
甲 佐 町 400
氷 川 町 300
（鹿児島県協会）

霧 島 市 1,500
姶 良 市 550

小　　計 12市町(4協会) 11,300
令和７年台風第１２号 令和　７.１０.２７ （鹿児島県協会）

（令和７年８月２１日適用） 南 さ つ ま 市 600
小　　計 1市(1協会) 600

令和７年台風第１５号 令和　７.１１.１７ （静岡県協会）

（令和７年９月５日適用） 牧 之 原 市 2,000
小　　計 1市(1協会) 2,000

令和７年９月１２日からの大雨 令和　７.１２.１０ （三重県協会）

（令和７年９月１２日適用） 四 日 市 市 400
小　　計 1市(1協会) 400

令和７年台風第２２号 令和　７.１２.２２ （東京都協会）

（令和７年１０月８日適用） 八 丈 町 500
小　　計 1町(1協会) 500

令和７年１１月１８日大分県 令和　８.　１.２０ （大分県協会）

大分市佐賀関の大規模火災 大 分 市 850
（令和７年１１月１８日適用） 小　　計 1市(1協会) 850

18市町(9協会) 16,200

第４表　令和７年度市町村災害支援金交付実績

合　　　　　計
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（２）消防広域応援交付金 

消防広域応援交付金は、地震、風水害、林野火災等の大規模災害に際し、都道府県の区域

を越えた消防機関の応援を迅速かつ円滑に行うことを促進することにより、人命の救助、被

害の軽減に資することを目的としている。 

令和７年度においては、第５表のとおり延べ１３団体に対し、２５４百万円を交付した。 

そのうち、林野火災により被災し、消防庁長官の求めに応じ出動した緊急消防援助隊によ

る消防応援を受けた２市に対しては２３９百万円（緊急消防援助隊の活動に要した費用の２

割相当額（令和７年１２月の制度改正により、８割相当額は２市に特別交付税が措置される

こととなった。））を交付し、林野火災により被災した３市に対して広域航空消防応援を行

った延べ１１団体に対しては１５百万円（当該応援に要した費用）を交付した。 

 

【緊急消防援助隊による消防応援を受けた市町村】

（単位：円）

災害名（災害発生日） 交付年月日
受援市町村
(交付市町村)

応援団体 交付金額

岩手県大船渡市林野火災 令和　８.　３．２６ 大 船 渡 市 227,324,744
（令和　７.　２.２６）

小　　　計 1市 202団体 227,324,744

愛媛県今治市林野火災 令和　８.　３．２６ 今 治 市 12,142,564
（令和　７.　３.２３）

小　　　計 1市 29団体 12,142,564

2市 231団体 239,467,308

【広域航空消防応援を受けた市町村】

（単位：円）

災害名（災害発生日） 交付年月日 受援市町村
応援団体
(交付団体)

交付金額

山梨県上野原市林野火災 令和　８.　３．２６ 上 野 原 市 埼 玉 県 212,598
（令和　６.１２.２６） 東 京 都 768,503

横 浜 市 371,950
小　　　計 1市 3団体 1,353,051

山梨県笛吹市林野火災 令和　８.　３．２６ 笛 吹 市 群 馬 県 679,584
（令和　７.　１.１８） 東 京 都 3,489,044

静 岡 県 660,137
小　　　計 1市 3団体 4,828,765

岩手県大船渡市林野火災 令和　８.　３．２６ 大 船 渡 市 宮 城 県 1,989,900
（令和　７.　２.１９） 仙 台 市 2,754,817

山 形 県 1,961,049
群 馬 県 384,457
東 京 都 1,793,762

小　　　計 1市 5団体 8,883,985

3市 延べ11団体 15,065,801

254,533,109交付先 延べ13団体総　　　計

合　　　計

第５表　令和７年度消防広域応援交付金交付実績

東京都他201団
体

広島市他28団
体

合　　　計
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（３）災害対策支援金 

災害対策支援金は、地震、噴火等の大規模災害による被災者の自立及び被災地域の総合的な復

興対策を支援することにより、被災地域の早期復興に資することを目的としている。 

令和７年度から１１年度までの５年間において、令和６年１月１日に発生した「令和６年能登

半島地震」により被災した石川県内１７市町からの申請に応じて、石川県協会を通じて総額５億

円を交付する予定である。 

令和７年度においては、第６表のとおり９市町に対し、１７５百万円を交付した。 

 

（単位：千円）

令和７.８.２０
交　付　分

令和８.４.１７
交　付　分

合　計

金 沢 市 19,000 19,000 19,000 0

七 尾 市 61,000 61,000 61,000 0

小 松 市 11,000 11,000 11,000 0

輪 島 市 141,000 141,000

珠 洲 市 95,000 50,000 50,000 45,000

加 賀 市 6,000 6,000

羽 咋 市 9,000 9,000 9,000 0

か ほ く 市 5,000 5,000 5,000 0

白 山 市 2,000 2,000

能 美 市 4,000 4,000

津 幡 町 6,000 3,000 3,000 3,000

内 灘 町 7,000 7,000 7,000 0

志 賀 町 32,000 32,000

宝 達 志 水 町 3,000 3,000

中 能 登 町 10,000 10,000 10,000 0

穴 水 町 38,000 38,000

能 登 町 51,000 51,000

合　計 500,000 33,000 142,000 175,000 325,000

(市町数) (17市町) (3市) (6市町) (9市町) (10市町)

残　額

第６表　令和６年能登半島地震に係る令和７年度災害対策支援金交付実績

市町名 交付予定額
令和７年度事業分
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５ 市町村振興宝くじ販売促進事業 

（１）サマージャンボ宝くじ等の広報 

① 本協会と地方協会の事業は、サマージャンボ宝くじ等の収益金を主な財源として実施し

ていることから、販売促進を図るため、地方協会に対し広報活動助成金（ハロウィンジャ

ンボ宝くじ等及びインターネット専用全国自治宝くじ「クイックワン」に係る広報分を含

む）を交付し、各種広報媒体による広報宣伝を依頼した。 
② 宝くじ受託銀行等作成のポスターに一部変更を加えたポスターを３万７千部作成し、市

町村、地方協会等に配付した。 
なお、令和７年度の販売実績額は、５９０億１７百万円（サマージャンボ宝くじ：    

４６２億８６百万円／サマージャンボミニ：１２７億３１百万円）となった。（前年比   

５９億４５百万円・９.１５％減） 

 

（２）ハロウィンジャンボ宝くじ等の広報 

① ハロウィンジャンボ宝くじ等の販売促進を図るため、地方協会に対し各種広報媒体によ

る広報宣伝を依頼した。 

② 宝くじ受託銀行等作成のポスターに一部変更を加えたポスターを３万４千部作成し、市

町村、地方協会等に配付した。 

    なお、令和７年度の販売実績額は、３６７億２７百万円（ハロウィンジャンボ宝くじ：   

２７６億８０百万円／ハロウィンジャンボミニ：９０億４７百万円）となった。（前年比

３０億５４百万円・９.０７％増） 

 

（３）インターネット専用全国自治宝くじ「クイックワン」の広報 

「クイックワン」は、８月販売分が市町村振興宝くじ（サマージャンボ）分として、９月

販売分が新市町村振興宝くじ（ハロウィンジャンボ）分として、その収益金が取り扱われる

ことから、販売促進を図るため、地方協会に対し各種広報媒体による広報宣伝を依頼した。 

令和７年度の販売実績額は、８月販売分が１３億２０百万円、９月販売分が１０億５３百

万円となった。 

 

６ 研修会の開催・会報の発行等 

（１）実務研修会 

令和７年１１月２１日に全国都市会館において、公認会計士 辺士名 厚 氏を講師と

して「公益法人会計」と題して実務研修会を開催した。 

 

（２）会報の発行 

本協会の業務運営状況、地方協会の活動状況等を紹介するため、全国市町村振興協会「会

報」を２回（令和７年７月第１１９号、令和８年１月第１２０号）発行し、市町村、地方協

会等に送付した。 

 

（３）市町村振興協会運営状況調査 

地方協会の運営状況（令和６年度実績）について調査し、その結果を取りまとめた。 
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（４）宝くじ広報活動状況調査 

地方協会が行ったサマージャンボ宝くじ等、ハロウィンジャンボ宝くじ等及びインタ

ーネット専用全国自治宝くじ「クイックワン」に関する令和７年度の広報宣伝活動の状況

を調査し、その結果を取りまとめた。 

 

７ 市町村振興基金の管理 

令和７年度においては、各地方協会より納付された納付金２１億４０百万円及び長

期貸付金償還額５７億４４百万円、合計７８億８４百万円が増加した。 

一方、長期貸付金貸付額６３億１４百万円、助成金２３億５１百万円、市町村災害

支援金１６百万円、消防広域応援交付金２５５百万円及び災害対策支援金１７５百万

円、合計９１億１１百万円が減少した。 

その結果、第７表のとおり令和７年度末現在における基金期末残高は、期首残高

に比べ１２億３４百万円減の１６９億７０百万円となった。 

 

 （単位：千円）

　基金期首残高              （A） 18,204,121

　納付金                               （B） 2,140,383

　長期貸付金償還額     　　　  （C） 5,743,732

　長期貸付金貸付額                       （D） 6,313,600

　助成金             　    （E） 2,351,100

　市町村災害支援金 （F） 16,200

　消防広域応援交付金 （G） 254,533

　災害対策支援金 （H） 175,000

　その他取崩額 （I） 9,394

　特定資産評価損益等 （J） 1,223

16,969,632

第７表　令和７年度市町村振興基金の増減状況 

（A+B+C-D-E-F-G-H-I+J）

基金期末残高

 

 

 

 

※ 事業報告の内容を補足する重要な事項がないため、事業報告の附属明細書は作成していない。 




